
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和２年１１月２０日（金） ８：２１～８：３２ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：菅 義 偉 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

武 田 良 太 国務大臣（総務大臣） 

上 川 陽 子 国務大臣（法務大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（外務大臣） 

萩生田 光 一 国務大臣（文部科学大臣） 

田 村 憲 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

野 上 浩太郎 国務大臣（農林水産大臣） 

梶 山 弘 志 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

赤 羽 一 嘉 国務大臣（国土交通大臣） 

小 泉 進次郎 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

岸 信 夫 国務大臣（防衛大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（内閣官房長官） 

平 沢 勝 栄 国務大臣（復興大臣） 

小此木 八 郎 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

河 野 太 郎 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

坂 本 哲 志 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

西 村 康 稔 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

平 井 卓 也 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

橋 本 聖 子 国務大臣（東京オリンピック・パラリンピック担当大臣，内閣府特命担当大臣） 

井 上 信 治 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：坂 井 学 内閣官房副長官 

岡 田 直 樹 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件     １１件 

○国会提出案件    ８件 

○政令        ５件 

○人事        １件 

○配布        １件 

いずれも，案件表のとおり，決定等となった。 
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議事内容： 

○加藤国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

まず，閣議案件について，岡田副長官から御説明申し上げます。 

○岡田内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，令和元年度決算

等の国会提出について，御決定をお願いいたします。本件は，財政法等の規定に基

づき，一般会計歳入歳出決算等を会計検査院の検査報告とともに，国会に提出する

ものであります。 

次に，「日米地位協定」第２条に基づく，米軍使用施設・区域の追加提供等につい

て，御決定をお願いいたします。今回の案件は，陸上自衛隊が日米共同方面隊指揮

所演習を実施するため，埼玉県朝霞市等の「朝霞駐屯地」の一部建物等を追加提供

するもの等，計７件であります。 

次に，「フランス国」及び「オーストラリア国」駐日特命全権大使の接受に御裁可

を仰ぐことについて，御決定をお願いいたします。本件は，２７日，信任状捧呈の

予定であります。次に，信・解任状に認証を仰ぐことについて，御決定をお願いい

たします。本件は，「ボツワナ国」及び「ルーマニア国」駐箚特命全権大使の異動に

伴い，交付すべき信任状及び解任状であります。 

次に，質問主意書に対する答弁書７件について，お手元の資料のとおり，御決定

をお願いいたします。 

次に，第２０１回国会において採択された請願４７３件の処理経過を国会に報告

することについて，御決定をお願いいたします。 

次に，政令５件について，御決定をお願いいたします。まず，「特定秘密の保護に

関する法律施行令の一部を改正する政令」は，同法施行令第１条に規定する，同法

の適用対象から除かれる行政機関に，新型コロナウイルス感染症対策本部及び国際

博覧会推進本部を追加するものであります。 

次に，「公正取引委員会事務総局組織令の一部を改正する政令」は，地域における

一般乗合旅客自動車運送事業及び銀行業に係る独占禁止法の特例法の施行に伴い，

同委員会事務総局経済取引局企業結合課の所掌事務の特例として，同法がその効力

を有する間，特定地域基盤企業が，主務大臣の認可を受けて行う合併等に関する事

務をつかさどること等を定めるものであります。 

次に，「中小企業等協同組合法施行令の一部を改正する政令」は，地域経済の活性

化に資するため，信用組合が連携協定を締結する地方公共団体向けの貸付けについ

ては，量的制限の対象外とするものであります。 

次に，「公益通報者保護法別表第８号の法律を定める政令の一部を改正する政令」

は，公益通報の対象法律として，賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律等を

追加するものであります。 

次に，「会社法の一部改正法及び同改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律の施行に伴う厚生労働省関係政令の整備等政令」は，法人制度等の見直しに

伴い，医療法人の補償契約に関する法律の規定に係る技術的読替えの整備等を行う

ものであります。 
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次に，人事案件について，申し上げます。加藤智己外１９４名の叙位又は叙勲等

について，御決定をお願いいたします。 

次に，配布資料といたしまして，「消費者物価指数」があります。本件につきまし

ては，後程，総務大臣から御発言があります。 

〇加藤国務大臣：次に，総務大臣から御発言がございます。 

〇武田国務大臣：本日，消費者物価指数を公表いたしました。その主なポイントは，

次のとおりです。１０月の全国の消費者物価指数は，１年前に比べ０．４％の下落

となりました。生鮮食品を除く指数は，１年前に比べ０．７％の下落で，３か月連

続の下落となり，平成２３年３月以来，９年７か月ぶりの下落幅となりました。こ

れは，Ｇｏ Ｔｏ トラベル事業の影響を受けた「宿泊料」や，ガソリンや電気代な

どの「エネルギー」の下落幅の拡大に加えて，消費税率引上げから１年が経過し，

その影響がほぼなくなったことなどによるものです。生鮮食品とエネルギーを除い

た指数は，１年前に比べ０．２％の下落で，２か月ぶりの下落となりました。今後

の新型コロナウイルス感染症の状況を見ながら，引き続き，物価動向を注視してま

いります。 

〇加藤国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

  引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

御発言はございますか。 

  無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 
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 令和２年 

  11月 20日 

◎ 一 般 案件

1. 令 和 元 年 度一 般 会 計歳 入歳 出 決 算を 国会 に 提

出 す る こと

1. 令 和 元 年 度特 別 会 計歳 入歳 出 決 算を 国会 に 提

出 す る こと

1. 令 和 元 年 度国 税 収 納金 整理 資 金 受払 計算 書 を

国 会 に 提出す る こ と

1. 令 和 元 年 度政 府 関 係機 関決 算 書 を国 会に 提 出

す る こ と

1. 令 和 元 年 度国 の 債 権の 現在 額 総 報告 を国 会 に

報 告 す ること

1. 令 和 元 年 度物 品 増 減及 び現 在 額 総報 告を 国 会

に 報 告 するこ と

1. 令 和 元 年 度国 有 財 産増 減及 び 現 在額 総計 算 書

を 国 会 に報告 す る こと

1. 令 和 元 年 度国 有 財 産無 償貸 付 状 況総 計算 書 を

国 会 に 報告す る こ と

に つ い て（ 決定 ）  （財 務 省 ） 

〃 ○「 日本 国 と アメ リカ 合 衆 国と の間 の 相 互協 力及 び

安 全 保障 条約 第 ６ 条に 基づ く 施 設及 び区 域 並 びに

日 本 国に おけ る 合 衆国 軍隊 の 地 位に 関す る 協 定」

第 ２ 条に 基づ く 施 設及 び区 域 の 共同 使用 ， 追 加提

供 及 び新 規提 供 に つい て（ 決 定 ）   （ 防 衛 省）

☆ フ ラン ス 国特 命 全 権大 使フ ィ リ ップ ・セ ト ン 外１

名 の 接 受 に つい て （ 決定 ）      （外 務 省 ）

〃 ☆ボ ツワ ナ 国 駐箚 特命 全 権 大使 星山  隆 外１ 名に 交

付 す べき 信任 状 及 び前 任特 命 全 権大 使竹 田 浩 三外

１ 名 の解 任状 に つ き認 証を 仰 ぐ こと につ い て

（ 決 定 ）               （ 同 上 ）

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
な し

○
資 料
あ り

〔 別 添 〕
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◎ 国 会 提出 案件 

1. 衆 議 院議 員古 本 伸 一郎 （立 民 ） 提出 政府 に よ

る 結 婚新 生 活支 援 事 業に 関す る 質 問に 対す る

答 弁 書に つ いて （ 決 定）   （ 内 閣府 本府 ） 

1. 参 議 院 議 員蓮 舫 （ 立憲 ）提 出 日 本学 術会 議 会

員 任 命 問題に お け る公 文書 に 関 する 質問 に 対

す る 答 弁書に つ い て（ 決定 ）    （同 上 ） 

1. 参 議 院議 員鈴 木 宗 男（ 維新 ） 提 出菅 義偉 内 閣

総 理 大臣 が 「日 本 学 術会 議」 が 推 薦し た会 員

候 補 １０ ５ 名の う ち ，６ 名の 任 命 を見 送っ た

こ と に関 す る質 問 に 対す る答 弁 書 につ いて 

（ 決 定）             （ 同上 ） 

1. 参 議 院議 員熊 谷 裕 人（ 立憲 ） 提 出諸 外国 の パ

ー ト ナー シ ップ 制 度 のも とで 出 生 した 子の 出

生 手 続き に 関す る 質 問に 対す る 答 弁書 につ い

て （ 決定 ）           （法 務省 ） 

1. 参 議 院議 員鈴 木 宗 男（ 維新 ） 提 出日 本共 産 党

と 破 壊活 動 防止 法 に 関す る質 問 に 対す る答 弁

書 に つい て （決 定 ）        （ 同上 ） 

1. 衆 議 院議 員階 猛 （ 立民 ）提 出 大 学生 の留 学 に

関 す る質 問 に対 す る 答弁 書に つ い て（ 決定 ） 

（ 文 部 科 学省） 

1. 衆 議 院議 員菅 直 人 （立 民） 提 出 ソー ラー シ ェ

ア リ ング の 活用 に 関 する 質問 に 対 する 答弁 書

に つ いて （ 決定 ）      （ 経 済産 業省 ） 

   ○第 ２０ １ 回 国会 の衆 議 院 及び 参議 院 に おい て採 択

さ れ た「 新た な 過 疎対 策法 の 制 定に 関す る 請 願」

外 ４ ７２ 件の 処 理 につ いて （ 決 定） （内 閣 官 房） 

 

◎ 政  令 

○ 特 定秘 密 の保 護 に 関す る法 律 施 行令 の一 部 を 改正

す る 政 令 （ 決定 ）         （ 内閣 官 房 ） 

 

○  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  
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   ○公 正取 引 委 員会 事務 総 局 組織 令の 一 部 を改 正す る

政 令 （決 定）        （ 公正 取引 委 員 会） 

 〃  ○中 小企 業 等 協同 組合 法 施 行令 の一 部 を 改正 する 政

令 （ 決定 ）             （ 金 融 庁） 

 〃  ○公 益通 報 者 保護 法別 表 第 ８号 の法 律 を 定め る政 令

の 一 部を 改正 す る 政令 （決 定 ）   （消 費 者 庁） 

 〃  ○会 社法 の 一 部を 改正 す る 法律 及び 会 社 法の 一部 を

改 正 する 法律 の 施 行に 伴う 関 係 法律 の整 備 等 に関

す る 法律 の施 行 に 伴う 厚生 労 働 省関 係政 令 の 整備

等 に 関す る政 令 （ 決定 ）     （ 厚生 労 働 省） 

 

◎ 人  事 

   ☆元 伊万 里 市 公立 学校 長 加 藤智 己外 １ ９ ４名 の叙 位

又 は 叙勲 等に つ い て（ 決定 ） 

    

◎ 配  布 

☆ 消 費 者 物価指 数           （ 総 務 省） 

 

 

〔 ○ 署 名あ り  ☆ 署 名な し〕   

 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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